（連合）政策ニュースレター第311号
引き続き基本指針や保育の必要性の認定等の議論
子ども・子育て会議（第３回）報告
　子ども・子育て会議の第３回会合が2013年６月21日に開催され、基本指針や保育の必要性の認定等について議論が行われた。連合から菅家副事務局長が出席した。

１．基本指針について
　事務局より第１～２回会合における議論等を踏まえた修正案が提案され、今夏のとりまとめに向けて引き続き議論が行われた。

　菅家委員は「質の定義」と「公立施設」について以下の意見を述べた。 

· 「質の確保」が盛り込まれた点は評価するが、定義を書き加えるべき。その点では幼稚園教諭や保育士等の労働条件と環境の改善が重要。 

· 公立施設は行政機関の一部であり、児童相談所や福祉事務所、保健所等と連携して拠点的な役割を担う存在であることを明記すべき。 

· 「長時間・短時間の区分」をあまり強調し過ぎると、保育を必要としている人たちが排除される可能性があるので、柔軟な対応が必要。
　なお、他の委員からの主な発言は以下のとおり。 

· 自治体や企業が適切なコストをかけているのか検証すべき。また、自治体の独自予算も勘案すべき。 

· 児童館や放課後児童クラブはコミュニティにおける重要な存在であり、ニーズ調査の対象に盛り込むべき。 

· ニーズ調査にあたっては、関心が高い利用者負担も記載すべき。 

· 自治体は紙面調査だけでなくヒアリングも行うべき。 

· 保育の量の調査は、０～２歳は細かな年齢区分とし、３歳以上は大枠でよいのではないか。 

· 認可外施設の認可取得支援を都道府県の役割として持たせるべき。 

· 需給調整は必要だが、既存施設を幼保連携型認定こども園に移行させていくという方向性を基本とすべき。 

· 需給調整は、自治体の裁量を尊重しつつも、取り扱いに関する地域間格差を解消する視点から共通ルールが必要。 

· 子どもの貧困対策推進法や虐待防止との関係を記載すべき。ひとり親支援と同時にそういう状況にならないための防止策が必要。 

· 保護者の責任が放棄された社会的養護を必要とする子どもについては、社会全体に責任があることを明記すべき。 

· 住み慣れた地域で保育を受けるという観点も重要だが、全国どこでも機会が保障されているという視点も重要。 

· 幼稚園教諭・保育士等と子どもの双方にとって適正な配置基準が重要。 

· 幼稚園教諭・保育士等が研修を受けられるようカバーする体制が必要。
２．保育の必要性の認定について
　事務局より第２回会合における議論等を踏まえた修正案が提案され、年末のとりまとめに向けて引き続き議論が行われた。

　菅家委員は「長時間・短時間の区分」について以下の意見を述べた。 

· 標準労働時間８時間を基礎に開所時間11時間が設定されている中で、そもそも「長時間」というネーミングが適切なのか。また、パート労働者の就労時間はさまざまで、何時間であっても保育が必要なら対応しなければならず、一律的な「短時間」認定は無意味。補助金精算のための区分なのか。
　なお、他の委員からの主な発言は以下のとおり。 

· 「同居親族等による保育」の可否について、障がいのある家族を介助していて保育できないケースもあり、なるべく具体例を明示すべき。 

· 「求職活動」については、各自治体で柔軟な取り扱いが行われているので、現況届の提出を求める程度で厳密な取り扱いにしない方がよい。 

· 第一子が保育所に通っていて第二子出産時に育休を取得すると保育に欠ける要件から外れてしまうので、検討すべき。 

· 「就学」や「研究」、「起業準備」、「在宅勤務」も事由と認めるべき。 

· 兄弟姉妹が同じ保育所に入れるよう、多子世帯を配慮すべき。 

· 人口減少地域では集団生活という観点での必要性を認めるべき。 

· さまざまな事由を認める場合、保護者に確実に情報が届くよう利用者支援を充実させることが必要。 

· 認定の前にコンシェルジュ等が相談に乗る体制が必要。 

· そもそも現行の開所時間11時間が子どもにとってふさわしいのか再考するとともに、長時間労働の見直しを進めるべき。 

· 「長時間・短時間の区分」は、就労の有無だけを確認すればよい。
３．確認制度について
　事務局より第２回会合における議論等を踏まえた修正案が提案された（議論は次回）。

　2013年６月28日に第２回子ども・子育て会議基準検討部会、７月５日に第４回子ども・子育て会議を開催。
以上

